
（単位：千円）

※千円未満は端数整理をしております。

（単位：千円）

 那覇港管理組合は、那覇港の開発発展と利用の促進を図るとともに、適正で効率的な管理運営を行うこ
とを目的として平成14年度に設立された一部事務組合であり、沖縄県、那覇市及び浦添市で構成されてい
ます。
 平成19年度より、港湾整備事業及び宅地造成事業に係る部分を、従来の一般会計の歳入歳出と区別して
経理することとしており、港湾施設（野積場、上屋、駐車場等）の利用料金を主な財源とした公営企業会
計を設置しております。

976,973千円

1隻

94,494㎡

現 在 高

6,592,602 

港 湾 施 設 用 地

普 通 財 産

基 金

船 舶 ( 清 掃 船 )

借 入 残 高

31,401㎡

3,007,226 

実 質 収 支 額

147,823 

94,334 

那覇港内に、水面清掃船を1隻所有しています。

那覇ふ頭及び新港ふ頭の船客待合所並びに各ふ頭の上屋等があります。

歳 出 決 算 額

簡 易 生 命 保 険 資 金

銀 行 等 引 受 債

備 考

地方公共団体金融機構資金

6,124,489 

1,582,481㎡

備 考

257,422 

土 地

区分
会計別

3,288,567 一 般 会 計

項 目

歳 入 決 算 額

3,304,035 

※実質収支額は、歳入決算額から歳出決算額を差し引くとともに、翌年度事業へ繰り越した財源を差し引いた額となっております。

3,117,263 特 別 会 計

 政財産以外の 地で、現在は、 間企業等に貸し付けています。

1,664,463 

建物(上屋・待合所)

野積場等の港湾施設として利用する用地です。

15,706,264 

190,009 

242,157 

港湾事業財政の健全な運営を目的とした港湾事業基金の他２基金を設置していま
す。

1,551,080㎡

銀行等からの借入れです。

地方公共団体金融機構からの借入れです。

独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構(旧郵政省・日本郵政公
社)からの借入れです。

財務省からの借入れです。

合 計

13,594,370 

合 計

資 金

財 政 融 資 資 金

１．令和２年度一般会計及び特別会計決算（総括表）

２．令和２年度末における財産の状況

３．令和２年度末における組合債の状況

令和２年度 那覇港管理組合(一般会計・特別会計)決算の概要
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《歳入》

予 算 科 目 (款) 決 算 額 備 考

1,973,403

139,546

301,975

74,690

2,331

40,973

233,047

27,302

495,300

3,288,567

《歳出》

予 算 科 目 (款) 決 算 額 備 考

11,483

900,069

1,263,008

832,666

0

3,007,226

港湾施設の管理運営や施設整備等を組合が行うことに対する、各構成団体（県、那覇市及び浦添
市）及び関係団体（那覇市・南風原町環境施設組合）からの負担金となっています。

行政財産等の港湾施設の使用及び利用の対価として、その使用者等より徴収した収入です。

特定の業務に対して国から支出されるもので、港湾施設の整備等に対する補助金です。

特定の業務に対して県又は市から支出されるもので、港湾施設の整備等及び港湾利用の統計に対す
る補助金です。

組合の所有する財産（基金）から生じた収入（利子）です。

全般的な管理事務及び港湾施設の管理運営に係る費用です。

港湾の全体計画、施策策定及び施設整備等に係る費用です。

（単位：千円）

予定外の支出及び予算を超過した支出へ対応するために準備しておく費用です。

令和元年度決算剰余金について、令和２年度に繰り越して受け入れた収入です。

分 担 金 及 び 負 担 金

県 ・ 市 支 出 金

国 庫 支 出 金

議会活動に係る費用です。事務費や議員報酬等があります。

港 湾 建 設 費

港 湾 総 務 費

議 会 費

総 額

予 備 費

（単位：千円）

基金を取り崩して繰り入れた収入です。

繰 越 金

繰 入 金

財 産 収 入

他のいずれの予算科目にも当てはまらない収入で、預金利子や光熱水費等実費徴収金等がありま
す。

港湾施設の整備費用に充てるため借り入れた収入です。

使 用 料 及 び 手 数 料

港湾施設の整備に伴い借り入れた組合債の元金及び利息に係る償還費用です。

総 額

公 債 費

組 合 債

諸 収 入

分担金及び負

担金

60.0%

国庫支出金

9.2%

県・市支出金

2.3%

使用料及び手

数料

4.2%

財産収入

0.1%

繰入金

1.2%
繰越金

7.1%

諸収入

0.8%

組合債

15.1%

【歳入の構成】 議会費

0.4%

港湾総務費

29.9%

港湾建設費

42.0%

公債費

27.7%

予備費

0.0%
【歳出の構成】

４．令和２年度一般会計決算状況（科目別）
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《歳入》

予 算 科 目 (款) 決 算 額 備 考

1,059,178

318,558

0

403,879

50,420

1,472,000

3,304,035

《歳出》

予 算 科 目 (款) 決 算 額 備 考

922,897

1,318,962

875,404

0

3,117,263

予 備 費 予定外の支出及び予算を超過した支出へ対応するために準備しておく費用です。

港湾施設の施設整備に係る費用です。

港湾施設の整備に伴い借り入れた組合債の元金及び利息に係る償還費用です。

港湾施設の管理運営に係る費用です。

一般会計から繰り入れた収入です。

令和元年度決算剰余金について、令和2年度に繰り越して受け入れた収入です。

（単位：千円）

行政財産等の港湾施設の使用及び利用の対価として、その使用者等より徴収した収入です。

他のいずれの予算科目にも当てはまらない収入で、預金利子や光熱水費等実費徴収金等がありま
す。

（単位：千円）

港湾施設の整備費用に充てるため借り入れた収入です。

繰 越 金

普通財産や行政財産等の貸付及び売却に伴う収入です。

総 額

公 債 費

港 湾 建 設 費

港 湾 総 務 費

総 額

組 合 債

諸 収 入

繰 入 金

財 産 収 入

使 用 料 及 び 手 数 料

５．令和２年度特別会計決算状況（科目別）

使用料及び

手数料

32.1%

財産収入

9.6%

繰入金

0.0%

繰越金

12.2%諸収入

1.5%

組合債

44.6%

【歳入の構成】

港湾総務費

29.6%

港湾建設費

42.3%

公債費

28.1%

予備費

0.0%
【歳出の構成】
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